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はじめに 

わが国の総人口は、平成 20 年（2008 年）の 1 億 2,808 万人をピークとして、既に減少

がはじまっています。人口構成についても、少子化が進むと同時に高齢化が急激に進行し

ており、経済・産業・社会保障などさまざまな分野に深刻な影響を及ぼしています。 

急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京

圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわ

たって活力ある日本社会を維持していくために政府は平成 26 年（2014 年）11 月に「まち・

ひと・しごと創生法」を制定および施行しました。 

また、「人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させる」と

いう負のスパイラルからの脱却を図るために、同年 12 月に、国と地方が総力を挙げて地方

創生・人口減少克服に取り組む上での指針となる「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

および、地方創生のための施策の基本的方向や具体的な施策をまとめた「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を閣議決定し、まち・ひと・しごと創生に総合的に取り組むことを示

しました。 

 本市は、これまで工業誘致・集積を進め、昭和 33 年（1958 年）に第一次首都圏基本計

画に基づき衛星都市に指定され本格的な都市化が進み、高度経済成長期には工業団地の整

備や都市部へ流入する人口に対応するための鉄道沿線の開発・住宅供給により人口が急増

しました。平成以降は人口の増加は緩やかになったものの依然として人口は増加傾向で推

移しています。 

しかし、人口が急増した時期の人口の高齢化が進んでおり、生産年齢人口の減少による

税収の減少や高齢化に伴う医療や介護の問題の発生が見込まれます。また、未婚化・晩婚

化等に起因する合計特殊出生率の低い状況が続いており、今後も少子化の傾向が続くこと

が見込まれます。 

このため、本市においても、今後は少子高齢化の進展により、人口減少に転じることが

避けられない状況であり、地域経済の発展の維持や活力ある地域社会の形成など、新たな

課題への対応が必要になると考えられます。 

本市が、人口減少に起因する諸課題を克服し、今後も発展を続け、活力を維持していく

ためには、市の実情を踏まえ、国が策定した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」お

よび「総合戦略」を勘案し、中長期的な視点に立って、人口、経済、地域、社会の課題に

対し、横断的に取り組むことが必要になります。 

このため、市の人口の現状と将来の姿を示し、取り組むべき将来の方向を示す長期的な

ビジョンとして「日野市人口ビジョン」を定め、ビジョンに基づき、今後 5 年間の目標や

施策の方向性、具体的な取り組みを示す「日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策

定します。 
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日野市人口ビジョン 

１．日野市人口ビジョンの位置づけ 

 

（１）日野市人口ビジョンの目的 

 

 「日野市人口ビジョン」（以下「人口ビジョン」といいます）は、人口減少問題に関する

基本認識を市民等と共有し、同じ方向を目指すため、本市が今後目指すべき方向と人口の

将来展望を提示するものです。 

また、まち・ひと・しごとの創生に向けた効果的な施策を立案する際の重要な基礎とな

るものです。 

 

（２）策定にあたっての考え方 

 

 本市はこれまで、第 5 次日野市基本構想・基本計画（2020 プラン）や各種の個別計画に

基づく施策を展開し、少子高齢化対策につながる取組を行ってきました。 

今後の高齢化等の問題に効果的に対応し、まち・ひと・しごとの創生を実現するために

は、中長期的な視点に立ち、こうした取組をより一層推進する必要があり、「人口ビジョン」

はそのための基礎となるものです。 

このため、「人口ビジョン」では、本市の人口の現状の分析や人口減少が地域に与える影

響を分析するとともに、市民の結婚・出産・子育てに関する意識の把握などを行い、本市

の人口に関する課題を整理します。また、整理した課題、製造業を中心とした企業の動向

や市民のライフスタイルの変化などを踏まえ、人口の将来展望を示します。 

なお、「人口ビジョン」の策定にあたっては、内閣府地方創生推進室提供のデータ、まち・

ひと・しごと創生本部および経済産業省提供の「地域経済分析システム」（RESAS）を用い、

客観的なデータに基づく現状把握・分析を行いました。 

 

（３）展望期間 

 

 国が平成 72 年（2060 年）に 1 億人程度の人口確保を目指していることを踏まえ、「人口

ビジョン」が展望する期間は、45 年後の平成 72 年（2060 年）までとします。  
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日野市人口ビジョン 

２．日野市の人口動態 

 

（１）年齢別の人口構成 

 

 平成 27 年（2015 年）1 月における本市の人口は 180,975 人となっています。このうち

老年人口（65 歳以上）は 42,661 人（23.6%）、生産年齢人口（15 歳～64 歳）は 114,521

人（63.3%）、年少人口（14 歳以下）は 23,793 人（13.1%）となっています。 

 本市の人口ピラミッドは、65 歳～69 歳と 40 歳～44 歳に二つの大きなふくらみがあり、

「ひょうたん型」となっています。これは、第 1 次ベビーブーム世代が高齢世代となり、

第 2 次ベビーブーム世代が子育て世代になっていることに起因しており、日本の人口ピラ

ミッドと同様の形状になっています。 

 しかし、第 2 次ベビーブーム世代の層の厚みが次の世代（10 代後半～20 代前半）の厚み

につながっておらず、また、第 1 次ベビーブームの世代が 65 歳以上になることで、少子高

齢化が進行し、第 2 次ベビーブーム世代が高齢世代になる頃にはつぼ型となることが予想

されます。 

 

【図表 2-1】人口ピラミッド 

 

出典：住民基本台帳（平成 27年 1月 1日現在） 
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日野市人口ビジョン 

（２）人口の推移 

 

 本市の総人口は、一貫して増加傾向にあるものの、年少人口（0 歳～14 歳）は減少傾向

が続いており、生産年齢人口（15 歳～64 歳）についても平成 7 年から減少しています。そ

の一方で高齢者（65 歳以上）は増加しており、増加にともなって高齢化率の急激な上昇が

進んでいます。 

 この傾向は今後も継続する可能性が高く、税収が減少する一方で医療費などの扶助費が

増加することが見込まれるため、財政収支のバランスが大きく崩れると考えられます。 

 

【図表 2-2】人口の推移 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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日野市人口ビジョン 

（３）総人口の推移に対する自然増減と社会増減の影響 

 

 グラフの縦軸に自然増減、横軸に社会増減をとり、時間の経過を追いながら本市の総人

口に与えてきた自然増減（出生数－死亡数）と社会増減（転入数－転出数）の影響を分析

しました。 

 過去 10 年の間、一貫して自然増・社会増の状況が続いており総人口は増加しています。

総人口の増加の内容を見ると、自然増の増加幅は年々減少し、社会増については増加幅が

平成 15 年に一時的に増加したものの減少傾向で推移していましたが、平成 24 年以降増加

に転じています。 

 その結果、総人口の増加に対しては、社会増の影響が大きくなっています。 

 

【図表 2-3】人口増減の影響度分析 

 

 

 

出典：東京都総務局統計部「区市町村、変動要因別人口」 
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日野市人口ビジョン 

（４）自然動態 

 

①  出生数・死亡数の推移 

 一貫して出生数が死亡数を上回り、自然増の状況が続いています。しかし、出生数はほ

ぼ横ばいで推移している一方で、死亡数が増加傾向にあることから、自然増数は減少傾向

にあり、平成 26 年には 33 人まで減少しています。 

  

 

【図表 2-4】自然増減の推移 

 

出典：東京都総務局統計部「区市町村、変動要因別人口」 
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日野市人口ビジョン 

②  合計特殊出生率・母の年齢階級別出生率 

 1 人の女性が一生涯に産む子どもの人数を表す「合計特殊出生率」の推移を見ると、平成

17 年以降上昇傾向にあり、平成 26 年で 1.35 と平成 5 年以降で 4 番目に高い水準となって

います。また、東京都の出生率と比較すると、長期的な傾向は同様で、常に日野市が東京

都を上回る水準で推移しています。 

 

【図表 2-5】合計特殊出生率の推移 

 

出典：東京都福祉保健局「人口動態統計」（平成 26年） 
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日野市人口ビジョン 

 また、近隣市と比較したところ、稲城市、府中市よりは低い水準にあるものの、八王子

市や町田市、立川市よりも高い水準となっています。 

 

【図表 2-6】合計特殊出生率の他市比較（平成 26年） 

 

出典：東京都福祉保健局「人口動態統計」（平成 26年） 
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日野市人口ビジョン 

 各年齢の女性 1,000 人が何人の子どもを産んだかを表す「母の年齢階級別出生率」につ

いては、30 代までの比較的若い年代で東京都全体より高い水準にあり、25 歳～29 歳、30

歳～34 歳で近隣市と比較して高い水準にあります。 

 具体的に見ると、30 歳～34 歳の出生数が 103.6 人/千人と最も高い水準にあり、25 歳～

29 歳の出生数が 74.5 人/千人と府中市、稲城市に次ぐ水準となっています。また 35 歳～39

歳の出生数は 50.3 人/千人と稲城市に次ぐ水準となっています。 

一方、20 歳～24 歳の出生数は 18.7 人/千人と多摩市よりは高いものの、他市と比べ、低

い水準にあります。 

 

【図表 2-7】母の年齢階級別出生率 

 

出典：厚生労働省「人口動態特殊報告」（平成 20年～平成 24年のデータを集計） 
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（５）社会動態 

 

①  転入数・転出数の推移 

 本市の転入・転出の推移を見ると、転入者・転出者ともに減少傾向にあり、転入者が転

出者を上回っているものの、その差は年々減少しています。しかし、平成 25 年以降、転入

者が増加しており、社会増の傾向が強くなっています。 

平成 25 年は、平成 24 年 7 月から外国人住民についても住民基本台帳制度の対象となっ

た影響で増加していますが、平成 26 年も引き続き転入が増加しています。 

 

【図表 2-8】社会増減の推移 

 

 
出典：東京都総務局統計部「区市町村、変動要因別人口」 
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②  年齢階級別人口移動 

 年齢階級別に転出入の状況を見ると、15 歳～19 歳および 20 歳～24 歳では、数は年々減

少しているものの、転入超過傾向が継続しています。一方、25 歳～29 歳では、転出超過傾

向が大きく、また、転出超過数は横ばいで推移しています。 

  

【図表 2-9】年齢階級別の転出入の状況 

 

 

出典：まち・ひと・しごと創生本部「地域経済分析システム（RESAS）」  
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日野市人口ビジョン 

③  住所地別の転入数・転出数 

 転入者が多い上位 10 自治体を見ると、八王子市からの転入者が最も多く、特に 20 代、

30 代の転入が多くなっています。また、八王子市以外では、立川市、府中市、多摩市など、

多摩地区の近隣市からの転入が多くなっています。 

 

【図表 2-10】移動前の住所地別転入者数 

 

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（平成 25年） 
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日野市人口ビジョン 

 転出者数が多い上位 10 自治体を比較すると、八王子市への転出者が最も多く、特に 20

代、30 代が多くなっています。次いで多摩市、府中市、立川市と近隣の自治体が続いてお

り、多摩地区の近隣市への転出が多いことがわかります。 

 

【図表 2-11】移動後の住所地別転出者数 

 

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（平成 25年） 
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日野市人口ビジョン 

 各市町村に対する純移動（転入数－転出数）の状況を確認すると、八王子市、立川市、

府中市等から大きく転入超過となっている一方で、多摩市、杉並区等に対して転出超過と

なっています。 

  

【図表 2-12】市町村別純移動数 

 

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（平成 25年） 
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日野市人口ビジョン 

（６）流入・流出人口 

 

①  流入・流出人口の全体像 

 日野市の昼間人口指数は、近隣市と比較すると、稲城市を上回るものの他市と比べ低い

水準になっており、「居住の場」としての性格が強いといえます。 

 

【図表 2-13】昼間人口指数（夜間人口=100） 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年） 
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日野市人口ビジョン 

 また、通勤・通学により日野市外へ出ていく人の割合は、稲城市に次いで高い水準にあ

ります。 

 

【図表 2-14】15歳以上自宅外通勤通学者流出人口の総人口に占める割合 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年）  
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日野市人口ビジョン 

②  市町村別流入人口 

 市外から日野市内へ通勤している人の常住地を見ると、男女共に八王子市が多いことが

わかります。また、立川市、多摩市が続いており、JR 中央線、京王線沿線の近隣市からの

通勤者が多くなっています。 

 

【図表 2-15】日野市への通勤者の常住地 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年） 
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日野市人口ビジョン 

 市外から日野市内へ通学している人の常住地を見ると、通勤と同じく男女共に八王子市

が多くなっています。 

 また、相模原市や横浜市など、他県から通学で日野市へ来ている人が多いことがわかり

ます。 

【図表 2-16】日野市への通学者の常住地 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年）  
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日野市人口ビジョン 

③  市町村別流出人口 

 日野市から他の市区町村への通勤先の内訳を見ると、男女ともに八王子市への通勤者が

最も多くなっています。また、立川市、府中市、多摩市など主に JR 中央線、京王線沿線の

近隣市へ通勤している人が多くなっています。 

 

【図表 2-17】通勤先 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年） 
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日野市人口ビジョン 

日野市から他の市区町村への通学者の内訳を見ると、通勤と同じく男女ともに八王子市

が最も多く、次いで立川市、世田谷区、新宿区への通学者が多いことがわかります。八王

子市には大学が多く立地しており、通学している人が多いことによるものと考えられます。 

 

【図表 2-18】通学先 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年）  
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日野市人口ビジョン 

（７）産業構造 

 

 第 1 次産業および第 3 次産業の就業者は微減傾向にあり、第 2 次産業の就業者は減少傾

向にあります。 

 

【図表 2-19】産業別就業者の推移 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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日野市人口ビジョン 

 日野市の産業分類別の就業者数を比較すると、近隣他市よりも製造業の割合が高くなっ

ています。一方、卸売業・小売業の割合は他市よりも少なくなっています。 

 東京都全体の平均と比較すると、製造業や医療福祉関係に就業している方の割合が高い

水準にあります。 

 

【図表 2-20】産業分類別就業者割合 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年）  
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日野市人口ビジョン 

 男女別産業大分類別人口を見ると、男性では製造業、卸売業・小売業への従事者が多く、

女性では医療・福祉、卸売業・小売業への従事者が多くなっています。 

 

【図表 2-21】男女別産業大分類別人口 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年） 
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日野市人口ビジョン 

就業者の年齢階級別の産業人口を見ると、男性の就業者数が最も多い製造業では 40 代ま

でで全体の約 70%を占めています。また、宿泊業、飲食サービス業では、20 代までで全体

の約 40％を占め、若い世代の雇用の受け皿になっており、今後も成長が見込まれる一方で、

生産年齢人口の減少にともなって就業者が減少する可能性があります。 

 男女共に就業者が多い卸売業・小売業、男性の就業者が多い製造業、女性の就業者が多

い医療・福祉については、年齢構成のバランスがとれており、幅広い年齢層の雇用の受け

皿となっています。 

 また、農業、林業では 60 歳以上が約 60%を占めており、高齢化が非常に進んでいること

が分かります。 

 

【図表 2-22】年齢階級別人口 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年） 
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日野市人口ビジョン 

（８）女性の就業環境 

 

 女性の就業者比率は 42.5%であり、全国や東京都全体と比較して低い水準にあるものの、

近隣市との比較では稲城市、府中市、多摩市に次いで 4 番目に位置しています。 

 

【図表 2-23】女性の就業者比率 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（平成 22年） 
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日野市人口ビジョン 

保育サービスの利用割合は近隣市との比較では、八王子市、立川市、多摩市に次いで 4

番目に位置しています。また、待機児童数の児童数に占める割合は最も高い水準にありま

す。 

 

【図表 2-24】保育サービス利用児童および待機児童数の児童数に占める割合 

 

出典：公益財団法人 東京市町村自治調査会「多摩地域データブック」（平成 26年）  

39.0%

41.9%

32.7%

39.7%

37.1%

41.9%

36.2%
37.6%

2.0%

0.9%
1.0%

1.6%

0.7%

1.1%

1.7%

1.4%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

日野市 八王子市 町田市 多摩市 稲城市 立川市 府中市 東京都計

保育サービスを利用している児童の割合 待機児童数の割合



 

26 

 

日野市人口ビジョン 

３．日野市の人口の将来推計と分析 

 

（１）人口の将来推計 

 

①  推計期間 

 平成 72 年（2060 年）までを 5 年ごとに推計します。 

 

②  推計方法 

 基礎的人口の推計にあたっては、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」とい

います）等の人口推計でも広く活用されているコーホート要因法により行います。 

 コーホートとは、同年（または同期間）に出生した集団のことをいい、コ一ホート要因

法とは、その集団ごとの時間変化(出生、死亡、移動)を軸に人口の変化をとらえる方法であ

り、将来の自然増減（出生・死亡）、社会増減（移動）の要因に大きな変化が予想される場

合にはコーホート要因法の採用が望ましいとされます。 

 

③  推計にあたっての条件設定 

基準人口 平成 27 年 1 月 1 日現在の住民基本台帳の人口 

生残率 ある年齢Ⅹ歳の人口が 5 年後にⅩ＋5 歳になるまでに死亡しない確率をいいます。 

社人研の市区町村別将来推計人口（日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3

月推計））で用いられている日野市の数値を仮定値として設定しています（推計期間

中一定と仮定）。 

純移動率 日野市からの転入・転出の状況をいいます。 

平成 22 年～平成 27 年の住民基本台帳上の人口をもとに算定した日野市の性別・年齢

別の移動率を社人研の日本の市区町村別将来推計人口で用いられている仮定（平成 32

年～平成 37 年にかけて 0.5 倍まで定率で縮小させ平成 32 年以降の期間については縮

小させた値を一定とする）に準拠し、仮定値として設定しています。 

合計特殊出生率 一人の女性が一生に産む子供の平均数をいい、出生数の算定に使用します。 

日野市の合計特殊出生率（東京都福祉保健局）の過去 5 年間（平成 22～26 年）の 

平均値を仮定値として設定しています（推計期間中一定と仮定）。 

出生男女比 出生の際の男女の比率をいいます。推計した 0～4 歳人口を男女の別に振り分けるた

めに使用します。 

社人研の市区町村別将来推計人口（日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3

月推計））で用いられている日野市の数値を仮定値として設定しています（推計期間

中一定と仮定）。 
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④  推計結果 

 本市の人口は、平成 37 年（2025 年）の 185,090 人をピークとして減少局面に入り、平

成 72 年（2060 年）には 164,963 人（平成 27 年（2015 年）の約 91.2%）となることが見

込まれます。 

 年少人口・生産年齢人口については既に減少局面に入りつつある一方、老年人口は平成

62 年（2050 年）まで増加し続け、高齢化率は平成 27 年（2015 年）の 23.6%から、平成

72 年（2060 年）には 35.9%となることが推測されます。 

 

【図表 3-1】人口の将来推計 
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（２）人口減少段階 

 

①  全国の人口減少段階 

 人口減少は、平成 52 年（2040 年）まで「第 1 段階：老年人口の増加、年少・生産年齢

人口の減少」が続き、その後「第 2 段階：老年人口の維持・微減、年少・生産年齢人口の

減少」に入ると言われています。 

 

【図表 3-2】人口の減少段階（全国） 

 

（単位：千人） 

全国 
平成 27年 

（2015年） 

平成 52年（2040年） 平成 72年(2060年) 

人口 指数 人口 指数 

総数 126,597 107,276 85 86,737 69 

老年人口 33,952 38,678 114 34,642 102 

生産年齢人口 76,818 57,866 75 44,183 58 

年少人口 15,827 10,732 68 7,912 50 

出典：国立社会保障・人口問題研究所（社人研）  
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②  日野市の人口減少段階 

 全国の傾向を踏まえ、本市の人口減少段階を考察すると、「第１段階：老年人口の増加、

年少・生産年齢人口の減少」に入る前に、平成 42 年（2030 年）まで「第 0 段階：老年人

口の増加、生産年齢・総人口の増加」が続くことが推測されます。その後、平成 62 年（2050

年）までは「第 1 段階：老年人口の増加、年少・生産年齢人口の減少」に該当し、それ以

降「第 2 段階：老年人口の維持・微減、年少・生産年齢人口の減少」に入ると見込まれて

います。全国の傾向と異なり、本市は総人口の増加傾向はもうしばらく続き、その後の総

人口の減少が緩やかに進むという特徴があり、また、老年人口の増加については全国と比

べ急激に進展する傾向が顕著になっています。 

 

【図表 3-3】人口の減少段階（日野市） 

 

（単位：人） 

日野市 
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４．日野市の人口の将来展望 

 

（１）目指すべき将来の方向 

 

①  人口等に対する基本認識 

 人口動態や産業構造に関する分析等の結果から、本市は次の３つの課題を有し、これら

の課題に早急に取り組む必要があります。 

 

 ア 人口バランスの悪化 

    本市は、高度経済成長期に人口が急増しており、人口急増期の市民の高齢化が進

む一方で、学生や新社会人の年代の流入は減少しています。さらに、合計特殊出生

率は低位で推移しており、若年層の未婚化が進んでいることから、今後の出生数や

出生率の低迷につながる恐れがあります。 

    年少人口および生産年齢人口は、地域の活力や高齢者の生活を支える世代であり、

これらの世代の減少は、本市の持続可能な発展を妨げる要因となります。 

人口構成のバランス悪化による影響を最小限にするため、年少人口および生産年

齢人口の確保が課題です。 

  

 イ 産業・就業構造の変化 

    本市は、これまでの工場の誘致・集積や工業団地の整備により、製造業を基幹産

業として発展してきました。しかし、工場などの生産拠点の撤退・移転が進み本市

の発展を支えてきた製造業は縮小傾向にあります。その一方で、周辺地域も含め研

究開発施設やサービス産業の設備投資が進み、本市を取り巻く産業・就業構造は大

きく変化しています。 

    地域での雇用を維持するためには、雇用ニーズ・就業ニーズの変化への対応が課

題です。 

  

 ウ 都市機能の老朽化 

    本市は、高度経済成長期に人口の急増に対応するため、市街地の拡大や住宅地の

造成などを進めてきたことから、現在人口急増期を支えた住宅や道路などの都市基

盤の老朽化が進んでいます。また、人口減少が見込まれ、必要な都市機能も変化し

ていくと考えられます。 

    安心・快適な暮らしを維持するためには、都市機能に対する需要の変化への対応

が課題です。 
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②  目指すべき将来の方向 

本市は、高度経済成長期の工業団地の整備により人口が急増したのち、職と住の分離が

進むことにより、都心への通勤者のベッドタウンとして発展してきました。 

近年、市を取り巻く環境が大きく変化し、人口バランスの悪化など、基本認識で示した

課題への対応が求められています。 

これらの課題は生活に密接しており、その解決のためには、その範囲の広さなどから行

政のみで対応することは困難であり、多様な主体の連携による取組が必要です。 

このため、本市に居住する住民や所在する企業などが一体となってこれらの課題に取り

組み、これまでの都市のあり方を見直し、高い生活の質をもつ新たな「まち」を創造する

ことで、本市が将来にわたり持続可能な都市としてあり続けることを目指すべき将来の方

向とします。 
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（２）人口の将来展望 

 

人口動態やアンケート調査の分析を踏まえ、総合戦略に基づく施策等の効果が発現した

場合に想定される本市の人口を算定しました。 

算定にあたっては、総合戦略に基づく施策等により改善する出生率および移動率に仮定値

を設定し、将来にわたり大きな変化が起こりにくい項目である、生残率、出生男女比につ

いては、3（1）「人口の将来推計」での仮定値を用いています。 

人口の将来展望にあたって設定した仮定値 

合計特殊出生率 平成 22 年（2010 年）から平成 26 年（2014 年）までの平均値である 1.34 から平成

72 年（2060 年）の 1.8（希望出生率※）まで定率で上昇すると仮定しています。 

純移動率 転出超過となっている年代の転出を抑制し、平成 32 年（2020 年）に転出超過が均衡

すると仮定しています。 

【図表 4-1】人口の将来展望 

 

※希望出生率（1.8）：  国の「ストップ少子化・地方元気戦略」で提唱された、結婚や出産に関する国民

の希望が叶った場合の合計特殊出生率のこと。 

希望出生率（1.8）≒（既婚者割合 34％×夫婦の子ども予定数 2.07 人＋未婚者割合 66％×未婚結婚希望
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①  総人口の見通し 

 本市の人口は、総合戦略に基づく施策等の効果を見込んだ場合、平成 42 年（2030 年）

の 186,447 人をピークに減少に転じるものの、平成 72 年（2060 年）には 179,118 人（平

成 27 年（2015 年）の約 99%）と現状の人口と同水準が維持できると見込まれます。 

 3（1）の人口の将来推計結果（以下「人口推計」といいます）と 4（2）の人口の将来

展望（以下「将来展望」といいます）の総人口を比較すると、合計特殊出生率の上昇と

転出傾向の是正により、平成 72 年（2060 年）には、将来展望の方が約 14,000 人多くな

ります。 

 また、社人研の推計では、平成 72 年（2060 年）には総人口が 140,038 人となると推

計されており、将来展望の方が約 39,000 人多くなります。 

 

【図表 4-2】総人口の比較 

 

 

※人口推計および将来展望は平成 27 年住民基本台帳人口を基に推計しているのに対し、 

社人研推計は、平成 22 年国勢調査の人口を基に推計しており、平成 25 年に公表されたもので

す。社人研推計の平成 27 年の数値は推計値であるため、平成 27 年の数値は一致しません（以
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②  年少人口の見通し 

人口推計結果と将来展望の年少人口を比較すると、人口推計結果では、平成 72 年（2060

年）まで減少が続きますが、将来展望では平成 47 年（2035 年）までは減少が続くもの

の、それ以降は施策の効果の発現によって増加に転じることが見込まれ、平成 72 年（2060

年）には、将来展望の方が約 6,600 人多くなります。 

なお、社人研の推計では、平成 72 年（2060 年）には、13,055 人となることが見込ま

れ、将来展望の方が約 9,900 人多くなります。 

また、人口割合についても同じ傾向が見込まれ、人口推計結果では、平成 72 年（2060

年）には将来展望の方が 2.9％高くなります。 

 

【図表 4-3-1】年少人口の比較 

 

 

【図表 4-3-2】年少人口割合の比較 
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③  生産年齢人口の見通し 

人口推計結果と将来展望の生産年齢人口を比較すると、ともに平成 37 年（2025 年）

をピークに減少に転じることが見込まれます。また、減少に転じた後、平成 52 年（2040

年）までは減少傾向に大きな差はないものの、それ以降は、施策の効果の発現によって

将来展望では減少傾向が緩和されることが見込まれ、平成 72 年（2060 年）には、将来

展望の方が約 7,200 人多くなります。 

なお、社人研の推計では、平成 72 年（2060 年）には、73,550 人となることが見込ま

れ、将来展望の方が約 23,000 人多くなります。 

また、人口割合については、人数では将来展望が人口推計を上回るものの、年少人口

の増加の影響を受け割合では将来展望が人口推計を下回り、平成 72 年（2060 年）には、

人口推計の方が 0.2％高くなります。 

 

【図表 4-4-1】生産年齢人口の比較 

 

【図表 4-4-2】生産年齢人口割合の比較 
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④  老年人口の見通し 

人口推計結果と将来展望の老年齢人口を比較すると、人口はほぼ同数で推移し、とも

に平成 62 年（2050 年）までは増加が続き、その後減少に転じることが見込まれます。 

なお、社人研の推計では、平成 72 年（2060 年）には、53,443 人となることが見込ま

れ、将来展望の方が約 6,000 人多くなります。 

また、人口割合については、ともに上昇が続くものの、将来展望では平成 47 年（2035）

年以降は年少人口の増加の影響を受け上昇が緩やかになり、また、平成 67 年（2055 年）

以降は低下に転じ、平成 72 年（2060 年）には、将来展望の方が 2.7％低くなります。 

 

【図表 4-5-1】老年人口の比較 

 

 

【図表 4-5-2】老年人口割合の比較 
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